
2 3

図解 よく
わかる地方公営企業のしくみ

1章　公営企業のいろは ～基本構造をおさえる～
　１　公営企業となる行政活動を確認しよう……………………………… 8

　２　私たちの身の回りの公営企業………………………………………  10

　３　法令で規定される地方公営企業の違いを確認しよう……………  12

　４　地方公営企業法の適用を受ける事業の範囲………………………  14

　５　公営企業が関係する法的な特徴……………………………………  16

　６　地方公営企業の経営原則…………………………………………… 18

　７　管理者とはどんな職員か…………………………………………… 20

　８　首長・管理者・議会の関係と管理者の身分……………………… 22

　コラム 1  現状に疑問を持つ視点を持とう ……………………………  24

2章　「人と組織」で理解する公営企業の運営体制
　１　企業職員の身分………………………………………………………  26

　２　公営企業の主な業務と取組み方式…………………………………  28

　３　直営から外部委託に変更する場合の留意点………………………  30

　４　民間企業との競合関係を知ろう……………………………………  32

　５　公営企業に従事する職員数…………………………………………  34

　６　事業規模によって異なる求められる人材…………………………  36

　７　組織の危機管理を考えよう…………………………………………  38

　８　機能する組織体制を整えよう………………………………………  40

　コラム 2  住民が知ったら怒る不都合な現状 …………………………  42 

3章　「モノと事業」で理解する公営企業の経営
　１　公営企業における資産管理とは何か………………………………  44

　地方公共団体が行う活動には主に一般行政活動、企業活動、収益事業
活動があります。本書では、そのうち公営企業としての企業活動を料金
等を財源に行う事業について、知っておきたい情報を簡潔にまとめてい
ます。
　私が人事異動で突然、税務課から公営企業へ配属されたとき、一般行
政部局との制度の違いや企業職員として求められる内容にとても戸惑
い、勉強をしようと思っても、当時存在した専門書は初任者には難しく、
とても苦労したことを覚えています。研修等でお話しさせていただく際
にも、公営企業の制度は難しいという声をよく耳にします。
　また、企画財政担当となり総合計画を策定する際、公営企業は独立採
算だからと簡単に片付けるのではなく、改めて公営企業をよく理解し、
公営企業の担当と協力して地方公共団体全体の視点で改革を進めていく
必要性を強く感じました。
　これらの経験を踏まえて、本書は、公営企業の担当者や政策・企画・
財政の担当者に知っておいてほしい、「公営企業のいろは」「ヒト・モノ・
カネ・情報といった公営企業の経営資源」、そして「経営戦略の考え方
と改革の方向性」を概論的にまとめた入門書です。
　公営企業は、暮らしを支える不断にして必需なサービスを提供してい
ますが、人口減少が進む中でさまざまな課題に直面し、持続可能性が問
われています。人口が減る環境での公営企業の経営は、誰も経験したこ
とがありません。ゆえに、これまでの勘や経験、度胸に頼るのではなく、
しっかりと学びそれぞれの環境に適応させることが必要なのです。
　本書が、勉強の一助となり、それぞれの立場で公営企業に係わる皆さ
んに貢献できれば幸いです。

2022 年 12 月吉日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吉岡 律司
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一般行政活動

租税により賄われる 財源 料金等により賄われる

企業活動
（主に公営企業が行う） 収益事業活動

地方公共団体の行政活動

住民福祉の向上 財源の確保

一般的な公共的需要を満たす
活動で、その効果が特定の個
人に留まらない。

サービス等の効果が特定の
個人に留まる。 地方公共団体が行う

企業活動は、地方公
営企業が行う事業と
考えて差し支えあり
ません。

　地方公共団体の活動は、基本
的に 3分野に分類されます。

【一般行政活動】
　道路整備、学校、保育所、警
察、消防等があります。私たち
が普段生活する中での一般的な
公共的需要を満たす活動で、そ
の効果が特定の個人に留まらな
いのが特徴です。そのため、財
源は租税で賄われます。

【企業活動】
　水道、交通、電気、ガス、病
院、港湾整備等があります。企
業活動のサービス等の効果が特
定の個人に留まるのが特徴で
す。そのため財源は料金等によ
って賄われます。

【収益事業活動】
　地方公共団体は、本来、営利
を目的にしていませんが、実施
する事業に要する経費の一部を
賄うため、例外的に収益を目的
として事業を行うものです。競
馬、競輪、競艇、オートレース、
宝くじがあります。

公営企業活動のサービス等の効果は特定の個人に留まります。また、その財源
は料金等によって賄われます。

公営企業となる行政活動を
確認しよう

1-1
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【管理者はどうなると罷免され
るの？】
　地方公共団体の長は、「業務
の執行が適当でないこと」「経
営の状況が悪化したと認める場
合」の 2つの条件を満たした場
合、任期にかかわらず管理者の
経営責任を追及し、罷免するこ
とができます。
　また、管理者を罷免する場合、
首長による恣意的な判断が行わ
れないよう、客観性を持たせる
ために、監査委員の決算審査意
見書に明記された内容をもとに
判断されます。監査委員には、
地方公営企業法第 30 条第 3 項
により経営の基本原則の趣旨に
従っているか特に気を配るべき
であることが規定されていま
す。

【管理者と議会の関係】
　管理者の職務は、企業経営と
いう経済活動が中心になりま
す。そこで、議員との関係等に
よる影響を防ぎ、政治的中立を
確保するため、首長を通じての
み議会に責任を負う仕組みにな
っています。

公営企業の管理者は、任期が設けられ、任期中は良好な経営を行うために身分
が保証されています。一方、罷免される可能性がある場合は、監査委員の決算
審査意見書によって判断されることが想定されています。

首長・管理者・議会の関係と
管理者の身分
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任期 
法第７条の２第４項

兼職禁止
法第７条の２第３項 

罷免 
法第７条の２第７項

懲戒
法第７条の２第８項

住民 管理者

議会 首長 身分取扱い

管理者 

企業職員

●首長・管理者・議会の関係 ●管理者の身分

議案提出

議決

選挙 選挙


